
国際商事法務 Vol.36,No.5(2008)
667

国際取馴契約書-修正の尊-ポ席3/恥

〔,:て〕

Ⅷ 解除条項

11 治癒期間(3)

SellermayterminatethisAgreement也

p9aC_elnW垂垣g① ifBuyerfailstopay

anysum ofmoneypayableonitsdue

dateand,withinten(10)daysofBuyer

beingsono揖ied,SellerandBuyerdonot

reachagreementinrelatiolltOSuchfaiレ

ure,unlesst垣relSagenulned短旦旦担.aS

幽 uchsum_②.

買主が期日に支払うべき金銭を支払わない

ときに,売主が買主にその旨を通知してか

ら10日以内に,売主と買主が不払いについ

て何らかの合意をすることができない場合

は,その金額の支払について其の紛争がな

い限り,売主は書面の通知をもってこの契

約を解除することができる｡

継続的売買基本契約の解除条項として,買主

が提案したものである｡

① bynoticeinwriting

解除条項に治癒期間の考え方を導入した場合,

そこに規定される通知は2種類ある｡ 1つは不

履行後に治癒を要求する通知と,もう1つはそ

の期間中に不履行が治癒されないことを理由に,

最終的に契約を解除する通知である｡場合に

よっては 1回目の通知の中で,｢もし契約に定

められた何 日の期間内に不履行が治癒されなけ

*なかむらひでお,小樽商科大学大学院商学研究科
教授

中 村 秀 雄*

れば,期間澗了をもって,新たな通知を要する

ことなく,契約を解除する｣として,停止条件

付の解除通知の機能をもたせることも可能であ

ることは,すでに説明した｡

どちらも存在する条項ではあるが,実務では

契約はできたら継続してほしいと考えることか

ら (特に継続的基本契約の場合はそうである),

治癒を要求しながらそれと裏腹に解除の予告も

する,といったアプローチはあまり好まれない｡

ところで契約の種々の義務の内でも,支払義

務は少し異なる性質をもつといえる｡たとえば

船積の通知を出すことを怠る,検品をタイム

リーに行わないといったことは,必ずしも買主

の契約履行能力に重大な影響を及ぼすわけでは

ないかもしれない｡ところが支払をしないとい

うことは多 くの場合に,単なる管理上のミスで

あるというより,倒産の予兆であるからである

(その意味では治癒期間を規定する必要はない

とも言える)｡この条項はそのような考え方の

- も く じ-

はじめに

Ⅰ 頭書

Ⅲ 定義条項
Ⅲ 売買契約にみられる条項
Ⅳ 代理店契約にみられる条項
Ⅴ 役務契約にみられる条項
Ⅵ 品質保証条項
Ⅶ 守秘義務条項
Ⅷ 解除条項
Ⅸ 不可抗力条項
Ⅹ 一般条項
Xl 紛争解決条項
Ⅶ その他

(以上本号まで)



668 国際商事法務 Vol.36,No.5(2008)

下に,1回の通知で両方を兼ねようとしている

ものである｡その旨をもう少し明らかにしよう

と思えば,次のようにすることができる｡もち

ろんこのような規定にした上で,実際に出す通

知の中でもそのことを明記しておかなければな

らない｡

ThisAgreementshallautomaticallyA

minateifBuyerfailstopayanysum of

moneypayableonitsduedateand,with-

inten(10)daysofBuyerbeingnotified

ofsuchfailurebySeller,SellerandBuyer

donotreachagreementinrelationto

suchfailure,unlessthereisagenuinedis-

puteastothepaymentofsuchsum.

上とは逆に2回の通知を要求する場合は,次

のようにすればよい｡

IfBuyerfailstopayanysum ofmoney

payableonitsduedateand,withinten

(10) daysofSeller'SnoticetoBuyer

demandingthatsuchfailureberemedied,

SellerandBuyerdonotreachagreement

inrelationtosuchfailure,Sellermayter-

minatethisAgreementbynoticeinwrit-

ing.

いずれの場合も売主と買主が対処方法を協議

するための10日間は,支払日からではなく,治

癒を求める通知の日 (正確に言えばその翌日が

起算日である)から数える｡もし本来の支払期

日を起算日にするなら,当初の文章は次のよう

にすればよい｡

withinten(10) daysthereafter,Seller

andBuyerdonotreach,‥

② unlessthereisagenuinedisputeastothe

paymentofsuchsum

この但し書きの目的は,債務額やその存在自

体について紛争があるときには,解除権の行使

はできないとするものである｡しかし一般的に

支払債務の不履行については,治癒期間そのも

のが与えられない場合も少なくないぐらいであ

り (たとえばローン契約はそうである),債務

の内容について紛争があることを理由に,解除

権の行使を制限するのは好ましいとは言えない｡

債務の弁済期は決まっているものであり,支払

の準備はあらかじめすることができる｡また日

本法においても不可抗力を主張することもでき

ないように,原則的には義務の内容は明確で支

払日に払わなければ,計算上の明白な間違い

(manifesterrorという)などを除いて,ただ

ちに不履行が確定する性質のものだからである｡

こう考えると unless以下は削除してしまうの

が売主としては正 しい対応であろう｡dispute

の内容について限定を加えてみたり,金額の上

限を設けて,｢100万円を超えない真正な紛争が

ある場合を除く｣などとしたり,場合によって

は下限を設けて,｢100万円を超す真正な紛争が

ある場合を除く｣とするような小手先の変更は,

梶本的な解決にはならない｡

一方買主の立場で考えれば,ローン契約なら

上のような説明も理解できなくはないが,売買

契約では異なるとも議論できる｡たとえば商品

に問題があって受領を拒絶したが,売主とは問

題の解決について合意に至っていない場合は,

債務の存在そのものの争いといえる｡継続的取

引の中での前回の個別契約で反対債権が生じて

いるため,それを相殺によって回収しようとし

て紛争になっているかもしれない｡このような

場合は立派な紛争が存在するというわけである｡

しかし本来はこのような紛争はその根源を治

癒すべきであって,表面に現れた現象中には解

決策はない,と考えるのが正しいのではないだ

ろうか｡商品の摸痕はその間題として解決し,

反対債権の弁済はその債権の性質,契約および

関係法律の定めに従って決めるべきである｡さ

らにこのような紛争というのは,支払日になっ

て発生するわけではなく,その前からあるのだ

ろうから,支払日に解決を見ていなければ,別

ルー トで解決すべきであって,事態を複雑にし

て支払にまで問題を拡げることはない｡解除権

の行使に問題があれば,そのことを論点として

紛争手続きをとってもよい｡買主として解除権

の行使を妨げるとっかかりを作っておきたい,

という気持ちはわかるが,運用は難しいのでは

ないだろうか｡

支払い義務についてはこう考えるべきだが,

本例のような但し書きは支払い義務以外の義務

についてはときどき目にする｡解除は ドラス

ティックな救済であるし,法的にもいったん行
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便してしまうと,元に戻せないので,解除権発

坐,行使の前に問題の解決に向かうことのでき

るメカニズムを設定しておくことは,商取引で

はそれなりに意義のあることだと考えるからで

ある｡

12 既発生コス トの負担

IftheFestivaliscancelledforwhatever

reason(車,theSponsorshahberesponsible

formeeting allreasonable and actual
costsandex enses(郭ottheFilmCompany

lnCurredinijBrfQLmiiAgtheServicesaSa_i
thedateofdeterminationofthecancella-

tion(享ノ.

理由の如何を問わずフェスティバルが｢恒ヒ

された場合は,主催者は映写会社が役務を

提供するに当たって,中止の決定の日まで

に費やした合理的かつ実際のコス トと費用

を支払う責任を有する｡

この条項はフェスティバルの主催者が,記録

映画の制作会社に対して,フェスティバルが中

止になったら,中止決定の日までに映写会社が

実際に支出した費用を,合理的な範囲内で負担

することを意図して作られた条項である｡この

条項については,どちらが作成したという前提

でもコメントが可能であるので,問題のある箇

所についてそれぞれの立場から論じてみる｡

① cancelledforwhateverreason

主催者側からすれば,理由の如何を問わず負

担することには抵抗があるかもしれない｡ひと

つは,映写会社に帰責事由のある場合である｡

このときは全く負担しないという提案をするこ

とになるだろう｡

cancelledforanyreasonotherthanone

thatisattributabletotheFilmCompany,

theSponsorshallberesponsible…

では次の文章はこの趣旨を表わすのに適切な

ものであろうか｡

IftheFestivaliscancelledforanyreason

attribLltabletotheFilm Company,the

Sponsorshallnotberesponsibleforany

669

costsandexpenses…

この文章は書いてある限りでは正しいが,今

度は逆に映写会社に帰すべき事由以外でフェス

ティバルが中止になったときに,スポンサーが

費用を負担すべきという,一般原則が記されて

いないので1,映写会社から見ると規定として

は不満足である｡なお meetingは契約英語と

いうより,商業的用語なので削除してある｡

2つのいずれの場合にせよ,このように変更

すると,映写会社の責に帰すべき事由による中

止の場合,映写会社は全く何の報酬も受け取る

ことができない｡これでは映写会社としては多

額のコス トをかければかける程,つまりフェス

ティバルの中止が終 りに近づけば近づく程,損

害が多くなることになる｡もちろん原因を作っ

たのは自分であるから,当然といえば当然だが,

中止の責任は別途損害賠償で解決するとして,

実費もしくはそれに近いものは,これを請求す

る権利を明記しておきたいだろう｡その場合に

は,経過日数に応じて何らかの指標で,償還額

のテーブルもしくは数式を作っておくことも一

法かもしれない｡

映写会社としてはどう交渉すればよいだろう｡

相手は何も払わないという立場だとすると,当

初のような案を提示するのは無理である｡提案

の方法としては当該案に,予想される出費の簡

便なテーブルを作ることにより実際の査定の煩

を避けることにした上で,映写会社に対する請

求権には影響を与えない趣旨も明記する,とい

う持ち出し方があろう｡もちろんこれは利益に

相当する部分を欠 くものだから,100%償還さ

れたとしても契約金額よりは少ない金額とな

る2｡

IftheFestivaliscancelledforwhatever

reason,theSponsorshallberesponsible

forthecostsandexpensesoftheFilm

Companyil一accordancewiththeformula

setoutillSchedule1.TheforgBPingshall
bewithoutprejudicetotheSponsor'S

由虹 toclairp_damagesagainstthe空室垣

CompapyifthQiFestivaliscancelleddLle
to a reason attributable to the Film

CLl1--pニー11さ::

つまりいかなる場合でも実費償還を求めたと
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ころ,映写会社に責任がある場合は全く負担し

ないといわれたので,元にもどしていかなる場

合でも償還してもらいたいが,償還金額はあら

かじめ経過日数に従って数億化しておく上に,

映写会社の損害賠償責任も明記しておこう,と

いう提案をするわけである｡

② reasonableandactualcostsandexpenses

この基準は映写会社にとっては,合理的か実

際かのどちらか低い方しか支払われないことを

意味することになるので,不利である｡つまり

andがあることによって,両方の条件を満たす

ことを要求されるからである｡reasonableを削

除して actualだけを残すようにすれば,実費

の補償となる｡スポンサー説得のための議論と

しては,わざわざ ｢合理的｣という制限をしな

くても,中止になったときに補償される可能性

があるからといって,不合理なコストをかけて

契約を履行することは,通常の取引では考えら

れないからということが言える｡通常は中止さ

れないのだから,不合理なコストをかけても,

自らの利益を圧迫するだけで何の得にもならな

いからである｡

スポンサー側は譲歩すると見せて,もし映写

会社がその主張通り,不合理な使い方はしない

というなら,削除の提案に対して,次のような

再提案をすることが考えられる｡

allactualcostsandexpensesOftheFilm

Comljanyreasonablyincurredinperform-

ing…

こうしておけば実際に使った費用でも,その

使い方が不合理であれば償還を拒絶できるが,

そうでない限り実費を払うことになる｡actual

ばout-of-pocketと言いかえてもよい｡

③ incu汀edinperformingtheServicesasat
thedateofdeterminationofthecancellation

この表現には両方の側から見て,あいまいな

点があるがここでは映写会社の立場に立って考

えてみる｡映写会社として償還を受けたいコス

トは,中止が決まるまでにすでに支出したもの,

支出が決っているものに加えて,中止しても将

来節約できないもの,たとえばリースした器材

の末消化分のリース代,キャンセル料,購入し

たが転用できない資材のコス トなど,を含むこ

とになる｡そのすべてが incurredで表現され

ているとは言い難い｡

また原文は狭 く読めば,中止 日に (asat)

支払われたものと読めなくもない｡現実的には

その読み方は不合理ではあるが,少なくとも字

義通りにはそうなりかねないので,まず次のよ

うにする｡

incurredinperformingtheServices旦臣_旦9
thedateofdetermination…

これでその日以前に,｢支出された｣費用は

確保できる｡さらにこれに加えて,上に書いた

心配も取り入れれば次のようになろう｡

incurredinperformingtheServicesupto
thedateofdeterminationofthecancella-

tion.aswellasthosewhichtheFilm

ComDanymayincurorberequiredto

payduetoprematurLCanCellationlnClud-

ing,without hnlitation,unrecoverable

leaseorhirefees,cancellationfees,and

costofmaterialswhichcannotbeputto

anyotheruse.

このようにすれば Film Companyには最善

の契約ができるが,逆に Sponsorにしてみれ

ば,①にあげた ｢理由の如何を問わず｣が適切

かどうかが再び問題になり,中止の理由によっ

て償還の条件を変えることを提案するなど,再

調整を要求することになりうるだろう｡

13 損害賠償額の制限

Seller'ssoleandtotalHabilityforany

causeofaction,whetherincontractor

tort,statutoryorotherwise,arisingoutof

orinconnectionwiththisAgreement①

Shambelimitedtoandshamnotexceedan

aggregateamountcorrespondingtothree

timesthetotal amountactuallypaidh

PurchasertoSellerfortheProductsPur-

chasedunderthisAgreementduringthe

twelvemonthperiodprlOrtOtheoccur-

renceoftheeventgivingrisetoSeuer'S

1iability②.

本契約に起因して,またはこれに関して発
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生する売主への請求権は,それが契約,不

法行為,制定法またはそれ以外の根拠のい

ずれによるかを問わず,売主の責任の根拠

となる出来事の発生に先立つ12ケ月間に,

本契約にもとづいて買主が売主に支払った

製品の購入金衝合計の3倍に等しい金額を

限度とし,これを超えないものとする｡

① Seller'ssoleand totalliability ...this

Agreement

本条項は買主の提案にかかる一連の責任条項

の中の一節である｡この直前の部分には製品の

欠陥から生じる買主の損害に対する,売主の補

償義務が規定されていた｡その流れを意識しつ

つ読むと,この条項は ｢製品の欠陥｣から生じ

る補償責任の制限条項のように読める｡しかし

契約書の条項は,前後の相関関係を考慮しつつ

読まなければならないとはいうものの,必ずし

も同じ条項には密接に関連する事項だけが入っ

ているわけではない,ということにも気をつけ

なければならない｡たとえば責任という同じ主

題ではあるが,発生原因の異なる事項が揮然一

体となって投げこまれていることもあれば,輿

約交渉の最後に合意され,入れるところがなく

て (本来入 りそうな所に挿入すると,条文の数

やクロスリファレンスが動いてしまうので,入

れたくても入れられないために),仕方なく何

かの尻尾につけたものであることもある｡逆に

本来一緒に書いておくべき,または一緒にして

おいたら容易に理解できたであろう条項が,無

思慮のために別のところにおかれてしまうこと

も少なくない｡無意識の内にそうなってしまう

こともある｡時には意図が明らかになりすぎな

いように,意識的に別の所に離して置くことも

なくはない｡

そういう目で見直してみると,出だしの部分

は売主に必ずしも不利な条項ではない (ただし

全体としては問題があることについて,(参参照)｡

なぜならこの条項の免責の対象は単に ｢製品の

欠陥｣に起因する責任だけでなく,anycause

ofaction,すなわちあらゆる請求権に対しても

有効だからである｡とはいえもう1つ売主が考

慮しておくべきことは,anycauseofactionと

いうからには,訴訟技術上の問題として, 1個

671

の製品から生じた1つの訴訟原因毎に,限度が

設定されうるということである｡そうすると1

つの訴訟の中で,重複することなく異なる訴訟

原因をたてることができれば,その1つひとつ

について限度が設定されるということになりか

ねない｡その意味では売主の側からみれば,限

度は訴訟原因でなく,製品ごとに設定されると

変更すべきである｡解決策は②を参照されたい｡

そのように変更できたとするなら,この部分に

ついて売主は特に反撃を加える理由はない｡し

いて何か主張するとすれば,逆にこの条項は品

質保証に関する責任の近くにおかず,独立して

LimitationofLiabilityとして規定してほしい,

という要求をすることが考えられようが,そう

すると相手方に争点の存在を告げる,薮蛇の結

果になるかもしれない3e

arisingoutofは文字通 り何かから発生する

ことを意味する｡それに対 して illCOnneCtion

withは直接,間接を問わず,何らかの関係を

もっていればよいときに使われる｡とにかく何

らかの意味で関係して,ということを言うとき

には便利な表現である｡これも売主に不利では

ないといえる｡

② anaggregateamountcorrespondingto

threetimes‥.Seller'Sliability

まず考えるのは,購入金額の3倍という限度

が, 1件の請求に対してか,本契約にもとづく

複数の請求の合計についての限度かであろう｡

しかしここでは2つの理由で 1件の請求と考え

ざるをえない4｡まず aggregateamountのと

ころであるが,この語は請求額の合計ではなく,

後ろの方に出てくる theProductspurchased

の合計を指すか らである｡つまり shallnot

exceed蜘 gregateanamountcorrespon-

dingtoではない｡それだけではなくもし請求

額の合計というなら

Seller's soleandtotalliabilityforallcaus-

950faction

といったであろう｡さらに限度額の計算が the

occurrenceoftheeventから遡って12ケ月間の

購入金額と言っているが,もし1月と2月と3

月に発生した3件についての,複数の訴訟原因

に対する合計と解釈すると,どの時点から12ケ
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月遡るかわからないこともその解釈が正しいこ

とを裏書しているであろう｡

次に理解 しておかなければならないのは,あ

る請求の原因が発生したときに,限度がいくら

になるのかである｡この規定を文字通 り読むと,

契約締結後最初に販売した商品に関して,2個

目の販売前に問題が発生したら,事故前の購入

の前歴は,原因を作った商品しかないのだから,

賠償額の上限はその商品の価格の3倍になるが,

100個の製品を1年間売った最後に問題が発生

すると,同じ問題でも上限が製品価格の300倍

になる｡しかし,原点に戻って考えてみると,

責任の限度というのはその商品から発生するで

あろう,各種の問題から生 じうる買主の蒙る損

害を,青天井まで保証するのではなく,合理的

に発生しうるであろう金額を上限として決めよ

うというものであるべ きである5｡それが場合

によっては100倍 も幅があるというのでは,ま

ずもって理屈が通らない上に,商売が順調であ

ればある程,賠償額の天井が高くなるという不

合理もある｡結局この規定は責任限度設定の規

定としては,全 く受け入れられないということ

になる｡

しからばどのように対案を出すべきかといえ

ば,やはり原則に戻って,あり得るような損害

額であって,相当な因果関係のある,または発

生することの予測がつ く範囲で,すべての製品

について等しい条件の定めをすべ きであろう｡

その定めを具体的な金額で書 くか,商品価格の

何倍かといった形で普 くかは,単にどう表現す

るかの問題にすぎない｡

Seller'ssoleand totalliability forany

causeorcausesofactioninrespectofany

singleProduct,whetherin contract…

shallbelimitedto[three]timesthecon-

tractprlCeOfthatProduct.

このようにすれば訴訟原因の数を問わず,1

個の製品から生ずる問題に関する責任の限度は,

当該製品の価格に対して定めた倍数に限定され,

売主にとっては安定した予測可能性のある条件

とすることが可能になる｡

なおこのように個別の商品についての限度を

設けた上で,総責任額について何 らかの制限を

加えることもある｡たとえば ｢本契約上の責任

の上限を何 ドルとする｣とすれば売主の責任は

個別の商品についての責任額の合計と,総責任

額のどちらか少ない方までということになる｡

このような例は建設契約に見られる｡そこでは

性能,完工遅延などについて責任限度を定めつ

つ,なお総合計についても上限を設けている｡

このように責任限度の制限を定めた条項を見

た時には,まずそこで制限しようとしている責

任の内容は何かを考えなければならない｡売買

契約だからといって,責任の内容は製品の欠陥

だけではなく,引渡遅延,数量違い,権利の暇

庇,知的財産権の侵害,製造物責任,取締法規

違反にもとづ く輸出入の禁止など数多 くあるO

その内の 1つの原因について制限を加えようと

しているのか,すべてについてか,限度の設定

は何を基準にしているのか,それはあらゆる状

況にてらして常に合理的かを考えなければなら

ない｡さらに責任の根拠たる事由が他の当事者

(相手方だけとは限らない)の責任 と競合 した

ときはどうなるか,責任の有無について争いが

あるときに仮に支払うことを要求するか,反対

債権による相殺は町能かなど,広い視野に立っ

て検討することが大切である｡

〔注〕

1 ｢作成のキーポイント｣56頁以下｡

2 ｢Ⅷ 4 随時解除権と解除の効果｣の項参照｡

3 なお causeofactionは訴訟原因と訳され,請

求を実体法的に基礎づける事実をさすが,ここで

意味するところは裁判で請求することのできる権

利であって,必ずしも裁判の形で主張しなければ

ならない訳ではなく,クレームレターの中で自分

はこういうcauseofactionを持っていると言っ

てもよいし,仲裁で権利を主張してもやはり

causeofactionという｡その意味では請求権と考
えてよい｡

4 なお1個の製品にかかる請求の中に,訴訟原因

がいくつもあれば,おのおのの訴訟原因について

限度がおかれうる,ということは上述の通りであ
る｡

5 金額を設定するというところは,損害賠償の予

約と考え方の似た所がなくもないが,天井額で
あって定額ではないのだからやはり異なる｡ ①


